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１．はじめに

 大学が行っている共同研究の全国レベルでの実態に関しては，例えば文部科学省が行った調査

の結果 1）により詳細に知ることができる．しかし，地方の大学における共同研究には，そこに現

れない固有の実態が有ることが推察された．そこで筆者らはこれまでに，地方大学数校の共同研

究件数の増減や相手先の地理的分布を分析し，それらの特徴について報告してきた２）．本研究で

は，典型的な地方大学である北見工業大学における民間企業との共同研究実績を取り上げた．本

報告では，共同研究相手先の地理的分布とその推移を調査・分析した結果について報告する．

２．整理・分析手順

2004 年度～20013 年度の 10 年間における北見工業大学の共同研究契約の情報を基に，既報２）

と同様の手順で共同研究実績を調査・分析した．

 共同研究相手先の所在地は，共同研究の件数や地理的近接性を考慮し以下のように区分した．

特に北海道については広大さを考慮し，北見工業大学が在る北見市を中核都市とするオホーツク

地域（オホーツク総合振興局管内）とその他の地域に二分した．オホーツク総合振興局管内の面
積は岐阜県を上回る 10，691km2 であり，全道面積の 12.8％を占める． 

北海道（オホーツク地域）：オホーツク総合振興局管内 18 市町村 
北海道（その他）：オホーツク総合振興局以外の，8 総合振興局管内，5 振興局管内 
東北地方：宮城，（青森，秋田，岩手，山形，福島）

関東地方：東京，埼玉，千葉，茨城，栃木，神奈川，（群馬）

甲信越地方：（新潟，長野，山梨）

東海地方：愛知，静岡，岐阜，（三重）

北陸地方：（富山，石川，福井）

近畿地方：大阪，和歌山，滋賀，（京都，兵庫，奈良）

中国地方：広島，山口，（岡山，鳥取，島根）

四国地方：（愛媛，香川，徳島，愛媛，高知）

九州地方：（福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島，沖縄）

 なお調査期間においては，（ ）内記載の府県に所在する企業との共同研究は無かった．

３．結果 

１）共同研究実績の概要 調査期間における全共同研究の数は 750 件であった．年度毎の共同研

究は 2007 年度の 95 件をピークに，2012 年度の 58 件まで減少傾向にあった．年度毎の共同研究

費受入金額は，80～110 百万円程度の範囲で増減は有るものの，横ばい傾向となっていた．

２）企業を相手先とする共同研究実績の概要 全共同研究のうち，企業を相手先とする共同研究

の総数は 471件であった．それらのうち中小企業を相手先とする共同研究の件数は 265件であり，

大企業を相手とする共同研究件の数 206 件を凌いでいた．また北海道内企業との共同研究数は 205
件，総件数の 44%にのぼっていた．次いで関東地方所在企業との共同研究が多く 196 件，42%と

なっていた．それら両地域所在企業との共同研究のみで，合わせて 401 件となり総件数の 86%を

占めていた． 

３）企業との共同研究の地理的分布 図１．

大企業との共同研究 206 件のうち関東地方所在企業との共同研究が 153 件と 7 割以上を占め，

他を圧倒する水準にあった．一方北海道所在大企業との共同研究は 20 件に留まり，大企業との共

同研究総数の 1 割程度の極めて低い水準にあった． 
中小企業との共同研究 265 件のうち北海道所在企業との共同研究が 185 件と極めて多数にのぼ

り，全体の 7 割を占めていた．特に，道内 14 振興局の一つに過ぎないオホーツク総合振興局管内

所在中小企業との共同研究が 97 件にのぼり，総数の 4 割近くを占める点が注目された． 
４）企業との共同研究の地理的分布推移 図２．

大企業との共同研究の総数は，2004 年度の 8 件からから 2006 年度の 27 件へと急増していた．

また 2006 年度以降の 8 年間では，関東地方所在大企業との共同研究が毎年度 15～19 件あり恒常
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的に突出して高い水準にあった．直近の数年間においては，相手先大企業の所在地別に見た共同

研究の地理的分布に大きな変化は見られなかった．

中小企業との共同研究総件数には，2004 年度の 46 件から 2010 年度以降の 20 件弱まで大幅な

減少傾向が認められた．特に，オホーツク地域とその他の地域を合わせた北海道所在中小企業と

の共同研究数が 2004 年度の 40 件から 2010 年度以降の 5～12 件の水準まで激減しており，中小企

業との共同研究総数を押し下げていた．

(a)大企業（206 件） (b)中小企業（265 件）

図１．企業を相手先とする共同研究件数の地方別割合

(a)大企業（206 件） (b)中小企業（265 件）

図２．企業を相手先とする共同研究の地方別件数の推移

４．まとめ 

北見工業大学で実施された 2004～2013 年度の間の共同研究実績を取り上げ，主に企業を相手先

とする共同研究を調査・分析した．その結果，①企業規模の観点では中小企業との共同研究が半

数を超えていたこと，②地理的な観点では北海道内企業・関東地方内企業との共同研究が多くそ

れぞれ 4 割を超えていたことが示された．また，③大企業との共同研究においては関東地方所在

企業との共同研究数が 7 割を超え恒常的に高い水準にあったこと，④中小企業との共同研究にお

いてはオホーツク地域所在企業とその他の北海道所在企業との共同研究件数がともに多く 3 割を

超えていたこと，⑤それら北海道内中小企業との共同研究が近年激減して来ていたことが明らか

となった．
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